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新型コロナウイルス感染症拡大に伴う特例措置である 

緊急小口資金等の特例貸付の申請受付期限の延長及び 

償還免除に関する取扱について 

 

  

平素より、厚生労働行政の推進につき、ご理解とご協力を賜り感謝申し上げます。 

  一都三県の緊急事態宣言が延長される中、総合支援資金の再貸付を実施するなど、社会福祉協議

会の皆様方のご尽力により、生活にお困りの多くの方々の生活が支えられているところです。 

 他方、新型コロナウイルス感染症の影響が長引く中、非正規雇用の方など、生活が不安定な方々の

暮らしへの影響が危惧され、こうした方々へしっかりと支援していくことが重要な課題となっております。 

 こうした中、政府においては、令和３年３月１６日、新型コロナに影響を受けた非正規雇用労働者等に

対する緊急対策関係閣僚会議において、「非正規雇用労働者等に対する緊急支援策について」をとり

まとめました（参考参照）。このとりまとめにおいては、生活困窮者、ひとり親世帯等、求職者・離職者へ

の支援等の施策がパッケージとして盛り込まれており、緊急小口資金等の特例貸付については、①申

請受付期間を令和３年３月末から同年６月末に延長すること、②総合支援資金の償還免除要件を明確

化すること等が盛り込まれております。 

 その具体的な内容については、下記のとおりですので、内容について確認の上、周知や申請者への

対応等をお願いします。なお、今般、お示しする償還免除の内容は、基本的な骨格としての取扱です

が、その他の詳細については、今回お示しする内容を含めた取扱通知の形式により、令和３年４月以

降にお送りします。 

 なお、関係予算については別途予算措置を行う予定ですが、これらの実施にかかる事務費は、貸付

原資から取り崩して使用することが可能であるので、都道府県におかれては、必要な額は確実に措置

し、事務費に不足が生じないよう、対応をお願いします。 

 

  



記 

 

 

１ 申請受付期間の延長 

 

 ○ 緊急小口資金等の特例貸付の申請受付期間については、令和３年３月３１日までとしているとこ

ろ、 

・ 貸付動向について、令和３年１月以降、緊急小口資金及び総合支援資金ともに申請件数が増

加傾向に転じており、累計約 170 万６千件(令和３年３月６日現在)という状況にあること 

・ 令和３年１月８日からの緊急事態宣言の期間が３月 21 日まで延長されており、依然として貸付

需要が存在していること 

 に鑑み、延長を行うこととする。 

 ○ 具体的な取扱いは、以下のとおり。 

① 緊急小口資金、総合支援資金（初回）、総合支援資金の再貸付について、申請受付期間を「令

和３年３月末日」から「令和３年６月末日」まで延長する。 

② 総合支援資金の延長貸付については、令和３年３月末日までに総合支援資金の初回貸付を

申請した世帯をもって終了する 

※令和 3 年 4 月以降に新規に特例貸付を申請した場合は、緊急小口資金と総合支援資金（初

回貸付）合わせて最大 80 万円まで貸付を受けることができます。 

 ○ なお、令和３年４月以降の特例貸付の新規申請者に対しては、対象者の困窮状況が長期に及ぶ

可能性がある場合には、本人の希望に応じ、緊急小口資金からではなく総合支援資金からの貸付

とすることとする。（「生活福祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付の運用に関す

る問答」の改正により、取扱を明示。） 

 

２ 緊急小口資金等の特例貸付の償還免除の具体的な取扱い 

 

○ 緊急小口資金等の特例貸付については、「償還時において、なお所得の減少が続く住民税非課

税世帯の償還を免除することができる」こととし、その詳細について、貸付を受けている方の実態

等も踏まえながら、生活に困窮された方の生活にきめ細かな配慮を行うべく検討を進めてきたとこ

ろ。 

○ 具体的には別紙のとおり取扱うこととしたので、別添のパンフレットを活用し、借受人や相談者等

に対して、周知を行っていただきたい。 

 

  



（別紙） 
 

緊急小口資金等の特例貸付の償還免除の取扱い 
 
 
１．据置期間の取扱い 

○ 償還時における借受人の負担軽減を図る観点から、総合支援資金の再貸付については、据置

期間について「１年以内」から「３年以内」へ延長する。 
 

２．償還免除の判定単位 
○ 償還免除の判定については、資金種類ごとに行うこととする。 
○ 具体的には、「①緊急小口資金」、「②総合支援資金(初回貸付分)」、「③総合支援資金(延長貸

付分)」、「④総合支援資金の再貸付」とする。 
 
３，所得の判定方法 

（１）緊急小口資金 
① 判定する時期は、償還初年度(令和４年度)とする。 
② 償還前年度（令和３年度）又は償還初年度（令和４年度）のいずれかが住民税非課税の場合

には、一括して２年分の償還計画額を免除する。 
（２）総合支援資金 

① 初回貸付・延長貸付・再貸付の３つの単位に分け、各単位当たりの償還免除上限額（単身世

帯の場合は４５万円、２人以上の世帯の場合は６０万円）を設定。 
② 判定は、それぞれの単位において、以下の場合に、各々一括して償還免除上限額の範囲内

を免除する。 
  ア 初回貸付分（償還初年度）：償還前年度（令和３年度）又は償還初年度（令和４年度）のいず

れかが住民税非課税である場合 
  イ 延長貸付分（償還２年度）：償還２年度（令和５年度）が住民税非課税である場合 
  ウ 再貸付（償還３年度）：償還３年度（令和６年度）が住民税非課税である場合 
③ なお、延長貸付分と再貸付分については免除した翌年度以降も、生活困窮者自立支援法の  

自立相談支援事業等による継続的な支援を受けるようフォローアップを受けることができるよう、

自立相談支援機関等に関する情報提供を行う。これに加え、地域の貸付件数や自立相談支援

機関の業務状況を勘案し、可能な場合には、借受人の希望に応じ必要な支援を受けるよう促す

とともに、支援を希望する関係機関との利用に向けた繋ぎを行うといった対応を行う。 



 
４．所得の確認対象 

○ 住民税非課税を確認する対象については、緊急小口資金並びに総合支援資金（初回・延長）及

び総合支援資金（再貸付）とも借受人及び世帯主とする。 
 
５．その他 

（１）残債の取扱い 
    償還判定年度においては償還免除の要件を満たさなかったが、判定年度の次年度以降に、住

民税非課税となった場合には、申請に基づき、残債を一括して免除する。 
なお、判定年度前の償還されるべき債権が適切に償還されていない場合は、当該償還未済額

については残債の一括免除の対象から除外する。 
（２）住民税非課税による償還免除によらず償還困難となった場合の対応 
   借受人が、仮に償還困難な状態に陥った場合には、別途償還開始以降、社協会長による免除

を行うことができる。 



新型コロナウイルス感染症拡大に伴う特例措置である
緊急小口資金等の特例貸付の償還免除のご案内

緊急小口資金等の特例貸付における償還免除については、「償還時において、な
お所得の減少が続く住民税非課税世帯の償還を免除することができることとし、生
活に困窮された方の生活にきめ細かに配慮する」こととしていましたが、その具体
的な取扱いを決定しました。

償還免除のポイント

✔ 償還免除は、資金種類ごとに一括して行います。

具体的には、①緊急小口資金、②総合支援資金の初回貸付分、③総合支援資
金の延長貸付分、④総合支援資金の再貸付です。

✔ 借受人と世帯主が住民税非課税であれば、償還免除の対象とします。
そのほかの世帯員の課税状況は問いません。

✔ 判定時期と判定対象となる課税要件は、資金種類により異なります。
具体的には、下記の図をご覧ください。

償還初年度目
（令和４年度）

償還２年度目
（令和５年度）

償還３年度目
（令和６年度）

緊急小口資金 20万円

総合
支援
資金

初回貸付分
45万円
60万円

延長貸付分
45万円
60万円

総合支援資金
再貸付

45万円
60万円

判定時期と判定対象となる課税要件

（単身世帯）

（２人以上世帯）

償還前年度又は

償還初年度が
非課税

判定対象となる
課税要件

償還２年度目が
非課税

償還３年度目が
非課税

一括免除

（据置期間延長）

※

※

※ 償還免除後も、自立相談支援機関等による継続的な支援を受けるようフォローアップします。

一括免除 一括免除



特例貸付の償還免除に関するＱ＆Ａ

Ｑ１ 償還免除を受けるための手続きはどのようにすればよいですか。

Ａ１ 償還免除は、社会福祉協議会へ申請していただきますが、具体的

な時期や書類は、厚生労働省において検討中です。

Ｑ２ 住民税が非課税であるかどうかはどこで確認できますか。

Ａ２ お住まいの市町村で非課税証明書をとっていただくことで確認が

できます。なお、令和３年度の課税情報が取得できる時期は、一般

的に６月以降ですが、市町村へご確認ください。

Ｑ３ なぜ全額が一括で免除ではないのですか。

Ａ３ 特例貸付は、貸付の実施方法において、緊急小口資金、総合支

援資金の初回貸付、延長貸付、再貸付を単位として貸付期間の設

定や資金交付を行っていることから、償還免除の判定方法について

も、貸付する際の資金交付額や順序を踏まえ、各々一括免除を行う

こととしました。償還になった場合の借受人の方の返済額や時期に

も配慮しています。

Ｑ４ 住民税非課税の範囲内に住民税の所得割のみ非課税の者は含

まれますか。

Ａ４ 含まれません。

【お問合せ先】個人向け緊急小口資金・総合支援資金コールセンター
電話 0120-46-1999



非正規雇用労働者等に対する緊急支援策（案）

1

・緊急小口資金等の特例貸付の継続・件数の増加
今般の緊急事態宣言を踏まえ新規貸付・再貸付を４月以降も継続
償還免除要件を明確化（資金種類ごとに住民税非課税世帯を一括償還免除）
女性・非正規・ひとり親向け要件を明確化

・住居確保給付金の支給が一旦終了した者への再支給の４月以降の継続
・セーフティネット強化交付金による不安定居住者に対するアウトリーチ・一時的な居所確保の強化
・生活保護の扶養照会や転居指導などに係る弾力的な運用の周知・徹底
・J-LODlive補助金等を通じたフリーランスなどイベント出演者やスタッフの支援

１．生活困窮への支援

・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（仮称）の支給
・高等職業訓練促進給付金に係る訓練受講期間の柔軟化とデジタル分野を含む対象資格の拡大
・償還免除付のひとり親家庭住宅支援資金貸付の創設
・ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制の強化
・養育費の確保（不払い解消）に向けた取組の強化

２．ひとり親世帯等への支援

・大企業のシフト労働者等への新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の適用
・小学校休業等対応助成金の申請をしない企業で働く保護者が直接支給を申請できる仕組みの導入
・企業による休業手当の支払や雇用調整助成金における適切な申請に向けた働きかけ
・雇用調整助成金の特例措置の継続（緊急事態宣言の解除月の翌々月からは感染拡大地域・業況の厳しい企業の特例を導入）
・在籍型出向による雇用維持への支援（産業雇用安定助成金の創設、産業雇用安定センターによるマッチング等）
・マザーズハローワーク等専門窓口でのきめ細かな就労支援
・新型コロナの影響による離職者 (シフト減で実質的に離職状態にある方を含む)を試行雇用する事業主へのトライアル雇
用助成金による支援、感染症対策業務等による雇用創出（10万人規模）、人材確保等促進税制等

３．休業者・離職者への雇用支援

（注）令和３年度予算案における措置も含む。

新型コロナに影響を受けた非正規雇用労働者
等に対する緊急対策関係閣僚会議資料



・政府広報、ＳＮＳの活用等

2

・ＮＰＯ等が行うきめ細かな生活支援等や自殺防止対策（ＳＮＳを通じた相談等）の強化（セーフティネット強化交付金、地域自殺

対策強化交付金）

・フードバンクへの支援、子ども食堂等への食材提供に係る補助の拡充

・ＮＰＯ等が行う子供の居場所づくり(子ども食堂、学習支援等)に係る地方自治体への補助の拡充(地域子供の未来応援交付金)

・ＮＰＯ等が行う不安を抱える女性に寄り添った相談支援等に係る地方自治体への補助の拡充(地域女性活躍推進交付金)

・公的賃貸住宅の空き住戸をＮＰＯ等へ低廉な家賃で貸与し、就労等を見据えた自立支援を行う仕組みの創設

・ＮＰＯ等が実施する住宅確保要配慮者に対する支援活動への補助の拡充

５．ＮＰＯ等を通じた孤独・孤立、自殺対策等

・求職者支援制度など職業訓練の抜本的拡充

公共職業訓練の受講者を50%増（約15万人を目標）、求職者支援訓練の受講者を倍増（約５万人を目標）

職業訓練の期間・時間を柔軟化、デジタル分野の求職者支援訓練の定員を倍増(約５千人を目標）し、

訓練内容を多様化

職業訓練受講給付金の特例措置（収入要件（８→12万円）・出席要件）の活用による受給者倍増（約2.5万人を目標）

・介護訓練修了者への返済免除付の就職支援金貸付制度創設

・地域女性活躍推進交付金の活用による女性の学び直し・ステップアップ支援

・デジタル技能学び直しのための「巣ごもりＤＸステップ講座情報ナビ」の利用推進

・コロナ対応ステップアップ相談窓口の設置

・一人ひとりの求職者の状況に合わせた職業相談や職業訓練の実施（オンデマンド型のオンライン訓練等）

・職業訓練等の実績を把握し、フォローアップ

４．職業訓練の強化・ステップアップ支援

６．政府支援施策の大規模かつ戦略的な広報



1 
 

非正規雇用労働者等に対する緊急支援策について 

（案） 
 

令 和 ３ 年 ３ 月 1 6 日 

新型コロナに影響を受けた非正規雇用労働者等に対する緊急対策関係閣僚会議 

 

Ｉ．現状と課題 

 

 本年１月８日以降の今般の緊急事態宣言では、昨年４・５月とは異なり、

これまでの経験・知見や専門家の分析を踏まえ、感染リスクの高い場面に

効果的な対策を徹底し、経済への影響を最小限に食い止めている。海外経

済の改善により輸出・生産は堅調に推移し、所得環境も昨年を通してみる

と、特別定額給付金の効果もあり、家計の収入は前年比で増加するなど全

体としては良好な環境にある。このため、感染拡大が収まれば、ペントア

ップ需要をはじめ、個人消費を中心とした経済の回復が期待される。 

他方、一都三県の緊急事態宣言が３月 21日まで延長されるなど新型コ

ロナウイルス感染症の問題が長引く中で、影響を受けやすい非正規雇用

労働者等を中心に、雇用や生活への影響が続いている。雇用面では、雇用

調整助成金等の効果もあって失業率の急激な上昇は食い止められ、昨年

４月から導入の同一労働同一賃金の効果もあってパートタイム労働者の

特別給与が増加し、正規雇用労働者の増加もみられるものの、女性が多く

を占める飲食・宿泊など対面サービス分野における非正規雇用労働者の

就業者数の減少や休業・シフト減による労働時間の減少、これらを通じた

収入の減少が顕著となっている。 

さらに、こうした新型コロナウイルス感染症の影響を含む複合的な要

因により、昨年の女性の自殺者数は前年から 935 人増加し、このような

増加傾向が本年に入って以降も継続しているという深刻な状況にある。

この中で、雇用・生活の下支えに万全を期すとともに、外出自粛の長期化

により望まない孤独を感じ、社会的に孤立している方々に寄り添ったき

め細かい対応を強化することが極めて重要な課題となっている。 

こうした問題意識の下、累次の補正予算、現在国会で審議されている令

和３年度予算に加え、令和２年度新型コロナウイルス感染症対策予備費

も活用し、非正規雇用労働者やひとり親の方々をはじめ、就業に困難を抱

える方々、望まない孤独や孤立で不安を抱える方々に対する緊急支援策

を以下のとおり講じる。 

 

 

新型コロナに影響を受けた非正規雇用労働者
等に対する緊急対策関係閣僚会議資料 
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Ⅱ．具体的施策 

 

１．生活困窮への支援 

 

○緊急小口資金・総合支援資金の特例貸付の継続 

  生活に困窮する方々に生活資金を支援する緊急小口資金（最大 20万

円）・総合支援資金（初回貸付、再貸付。二人以上世帯の場合それぞれ

最大３か月、60 万円）の特例貸付の申請受付期間を現行の令和３年３

月末から同年６月末に延長する。 

  総合支援資金の償還免除要件については、①初回貸付分は、緊急小口

資金と同様、令和３年度または４年度のいずれかが住民税非課税であ

る場合、②延長貸付分は令和５年度が住民税非課税である場合、③再貸

付分は令和６年度が住民税非課税である場合、それぞれ一括して償還

免除を行う。総合支援資金の住民税非課税を確認する対象は、緊急小口

資金と同様、借受人及び世帯主とする。 

  このほか、特例貸付に係るＱ＆Ａを改訂し、女性の非正規雇用者やひ

とり親等を想定し、アルバイトやパートのシフト減により収入が減少

した場合や、離婚後に元配偶者からの養育費が減少・途絶した場合も対

象となりうること等を明確化する。 

 

○住居確保給付金の再支給の４月以降の継続   

生活に困窮する方々に家賃相当分を支給する住居確保給付金につい

ては、就業等により一旦支給が終了した方について、休業等に伴う収入

減の場合でも３か月間の再支給を可能としているが、その申請期間を現

行の令和３年３月末から同年６月末までに延長する。 

 

 このほか、新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金に

よる不安定居住者に対するアウトリーチや一時的な居所確保の強化、生

活保護の扶養照会や転居指導などに係る弾力的な運用の周知・徹底に取

り組む。また、J-LODlive 補助金等により、音楽・演劇等のイベント関連

事業者による収益基盤強化に資する取組等への支援を行うことを通じて、

フリーランスが多くを占めるイベントの出演者やスタッフを支援する。 

 

 

２．ひとり親世帯等への支援 
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○低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（仮称）

の支給 

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひ

とり親・ふたり親子育て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を

行う観点から、食費等による支出の増加の影響を勘案し、子育て世帯生

活支援特別給付金（仮称）を支給する。 

具体的には、児童扶養手当を受給している世帯等の児童やその他住民

税非課税の子育て世帯の児童について、児童一人当たり一律５万円を支

給する。 

   

○高等職業訓練促進給付金の要件緩和等 

  訓練受講期間中の生活費（月額 10万円）を給付する仕組みである高

等職業訓練促進給付金について、デジタル分野をはじめとした好条件

での就労につながる職業訓練の受講を促進するため、時限的に、訓練受

講期間を１年以上から６月以上に柔軟化するとともに、ＩＴ等を含め

民間資格等の取得の場合も新たに給付対象とする。 

 

○償還免除付のひとり親家庭住宅支援資金貸付 

  生活困窮者に対する住居確保給付金とは別に、自立に向けて意欲的

に取り組んでいる低所得のひとり親世帯に対し、住居の借り上げに必

要となる資金の償還免除付の無利子貸付制度を創設し、１年間の就労

継続後に一括して償還免除する等の自立へのインセンティブ方策を導

入する。 

 

 このほか、ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制の強化や、養

育費の確保（不払いの解消）に向けた取組の強化を図る。 

 

 

３．休業者・離職者への雇用支援 

 

○新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の迅速な執行 

  大企業におけるシフト制労働者等も対象としている新型コロナウイ

ルス感染症対応休業支援金・給付金について、周知徹底により利用促進

を図りつつ、迅速に執行する。 

 

○小学校休業等対応助成金の申請をしない企業で働く保護者が直接支給
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を申請できる仕組みの導入 

  小学校等の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行うために仕事を休

まざるを得ない保護者に対して有給の休暇を取得させた事業主に、休

暇中に支払った賃金相当額（令和２年２月 27日から同年３月末の日額

上限 8,330 円、令和２年度の日額上限 15,000 円）を支給する「小学校

休業等対応助成金」について、企業が申請を行わない場合に、保護者が

直接支給を申請できる仕組みを導入する。 

 具体的には、労働局からの同助成金の活用の働きかけに事業主が応

じない場合に、①令和２年２月 27日から同年３月末までは、同助成金

を労働者が直接申請、②令和２年４月以降は、新型コロナウイルス感染

症対応休業支援金・給付金を労働者が直接申請する仕組みにより給付

することとする。 

 

このほか、「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」

（令和２年 12月８日閣議決定）や「新たな雇用・訓練パッケージ」（令和

３年２月 12日厚生労働省）等に基づき、以下に取り組む。 

・ 企業による休業手当の支払や雇用調整助成金における適切な申請に向

けた働きかけ 

・ 雇用調整助成金の特例措置の継続（緊急事態宣言の解除月の翌々月か

らは感染拡大地域・業況の厳しい企業の特例を導入） 

・ 産業雇用安定助成金や産業雇用安定センターのマッチング等を通じた

在籍型出向による雇用維持への支援 

・ マザーズハローワーク等専門窓口でのきめ細かな就労支援 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響による離職者（シフト減で実質的に

離職状態にある方を含む）を試行的に雇用する事業主へのトライアル

雇用助成金による支援 

・ 感染症対策業務等による雇用創出（10万人規模） 

・ 非正規雇用労働者を含む新規雇用や雇用者全体の給与総額の増加に積

極的に取り組む企業を後押しする税制措置を講ずる（令和３年度税制

改正案） 

 

 

４．職業訓練の強化・ステップアップ支援 

 

○求職者支援制度など職業訓練の抜本的拡充 

  「新たな雇用・訓練パッケージ」において、求職者支援制度における
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職業訓練受講給付金（月額 10万円）の収入要件や出席要件について特

例措置を設けるなど職業訓練の抜本的拡充を行っており、職業訓練受

講給付金の受給者の倍増（約 2.5 万人を目標）、求職者支援訓練の受講

者の倍増（約５万人を目標）、公共職業訓練の受講者の 50％増（約 15

万人を目標）を目指す。さらに、デジタル分野の求職者支援訓練の定員

を倍増（約５千人を目標）し、訓練内容を多様化する。 

 

○介護訓練修了者への返済免除付の就職支援金貸付制度の創設 

  新型コロナウイルス感染症の影響による離職者の再就職や介護・障

害福祉分野における雇用を確保する観点から、職業訓練や職場体験等

と組み合わせ、来年度より、訓練修了後に介護・障害福祉分野に就職し

た者に20万円の返済免除条件付の就職支援金を貸し付ける制度を開始

する。 

 

このほか、 

・ 地方公共団体を通じた地域女性活躍推進交付金の活用による女性の学

び直しやステップアップの支援 

・ 無料でデジタルスキルを学べるオンライン講座を紹介する経済産業省

「巣ごもりＤＸステップ講座情報ナビ」の利用促進 

・ ハローワークにおける「コロナ対応ステップアップ相談窓口」を通じ

たワンストップかつ個別・伴走型の就職支援 

・ コロナ対応ステップアップ相談窓口において、離職を余儀なくされた

り、シフト制で働きシフトが減少するといった求職者の個別の状況に

応じた職業相談の実施や、オンデマンド型のオンライン訓練の活用を

図る等の求職者が利用しやすい支援 

に取り組む。なお、職業訓練等の実績を把握し、フォローアップを行う。 

 

 

５．ＮＰＯ等を通じた孤独・孤立、自殺対策等 

 

・ 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金や地域自殺

対策強化交付金を活用し、ＮＰＯ法人等が行う自殺防止に係る取組へ

の支援を強化する。 

・ 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金を活用し、生

活困窮者やひきこもり状態にある方に対し、広域的に生活の支援・住

まいの支援、子どもの学習支援等に関する活動を行うＮＰＯ法人等
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（全国団体を含む）について支援する。 

・ フードバンク支援について、時限的に、従来補助対象としていたスタ

ートアップ団体のみならず全ての団体を対象に、補助率 10／10 で支

援する。また、子ども食堂等への食材提供に係る補助対象となる補助

金の下限を引き下げるなど要件を緩和し、支援を拡充する。 

・ 地域子供の未来応援交付金について、時限的に、地方自治体が、子供

の居場所づくり（子ども食堂や学習支援等）をＮＰＯ法人等へ委託し

た場合に国の補助率を１／２から３／４に引き上げる。 

・ 地域女性活躍推進交付金について、時限的に、地方自治体が、新型コ

ロナウイルス感染症の影響の下で不安を抱える女性に寄り添った相

談支援等をＮＰＯ法人等に委託した場合に、国の補助率を１／２から

３／４に引き上げる。 

・ 公営住宅や建替え予定等のＵＲ賃貸住宅の空き住戸を、ＮＰＯ法人等

に対して定期借家等により低廉な家賃で貸与し、当該ＮＰＯ法人等が

感染症の影響により住まいに困窮する方々に、シェアリング等の形で

転貸することで、就労等を見据えた自立支援を行う仕組みを創設する。

また、ＮＰＯ法人等が実施する住宅確保要配慮者に対する支援活動へ

の補助事業につき、入居後の見守り等の支援活動を行う場合に補助上

限を引き上げる。 

 

このほか、地域女性活躍推進交付金の活用による寄添い型支援の充実

等に取り組む。 

 

６．政府支援策の大規模かつ戦略的な広報 

  

以上の緊急支援策を含め、政府が実施している支援策について、国民に

広く届くよう、政府広報やＳＮＳの活用など効果的な手法を用いて、政府

一体となって大規模かつ戦略的に周知・広報を徹底する。 

 


